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第24回定時株主総会招集ご通知における

インターネット開示事項

連結株主資本等変動計算書

連 結 注 記 表

株主資本等変動計算書

個 別 注 記 表

第24期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

連結株主資本等変動計算書、連結注記表、株主資本等変動計算書および個別注記表

につきましては、法令および当社定款第15条の規定に基づき、当社ウェブサイト

（アドレス　http://www.forvaltel.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提

供しております。

表紙
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連結株主資本等変動計算書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式
株主資本合
計

当連結会計年度期首残高 542,354 42,353 1,889,418 ― 2,474,126

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰  余  金  の  配  当 ― ― △133,545 ― △133,545

剰余金の配当(中間配当) ― ― △116,852 ― △116,852

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

― ― 589,748 ― 589,748

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― △1 △1

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

― ― ― ― ―

当連結会計年度変動額合計 ― ― 339,350 △1 339,348

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 542,354 42,353 2,228,768 △1 2,813,474

非支配株主持分 純 資 産 合 計

当連結会計年度期首残高 9,360 2,483,486

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰  余  金  の  配  当 ― △133,545

剰余金の配当(中間配当) ― △116,852

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

― 589,748

自 己 株 式 の 取 得 ― △1

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

1,950 1,950

当連結会計年度変動額合計 1,950 341,298

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 11,310 2,824,785

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）

－ 1 －

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①連結子会社の状況

　・連結子会社の数　　　　　　　　　　 ４社

　・連結子会社の名称　　　　　　　　　 ㈱トライ・エックス

タクトシステム㈱

㈱保険ステーション

㈱ＦＩＳソリューションズ

②非連結子会社の状況等

　・非連結子会社の名称　　　　　　　　 ㈱オープンエンド

　・連結の範囲から除いた理由

連結子会社であるタクトシステム㈱が2018年12月25日に㈱オープンエンドの株式を取

得したことにより子会社となりましたが、その総資産、売上高、当期純損益及び利益

剰余金等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲か

ら除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

　・持分法を適用した非連結子会社の数　 －社

　・持分法を適用していない非連結子会社の名称　 ㈱オープンエンド

　・持分法を適用しない理由

連結子会社であるタクトシステム㈱が2018年12月25日に㈱オープンエンドの株式を取

得したことにより子会社となりましたが、その総資産、売上高、当期純損益及び利益

剰余金等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため持分法の範囲

から除外しております。

　・持分法適用手続きに関する特記事項

前連結会計年度まで持分法を適用していた㈱ホワイトビジネスイニシアティブは、

2018年９月30日に当社と合併しております。

－ 2 －

連結注記表
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(3) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

１．有価証券

子会社株式

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法

その他有価証券

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法

２．たな卸資産

・商品、製品、仕掛品、原材料、貯蔵品

主として移動平均法（一部先入先出法）による原価法

（連結貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り

下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

・有形固定資産

　（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ

いては、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　３年～20年

機械装置及び運搬具　　　４年～６年

器具備品　　　　　　　　２年～20年

・無形固定資産

　（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は、

次のとおりであります。

自社利用のソフトウエア　４年～５年

のれん　　　　　　　　　５年～10年

・リース資産　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

・長期前払費用　　　　　　　　定額法により償却しております。

③　引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員に支給する賞与に備えるため、支給見込額のう

ち当連結会計年度末に負担すべき額を計上しておりま

す。

－ 3 －

連結注記表
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ハ．役員賞与引当金　　　　　　　役員に支給する賞与に備えるため、支給見込額のうち

当連結会計年度末に負担すべき額を計上しております。

④　その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．退職給付に係る会計処理 退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算は、退職

給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とす

る方法を用いた簡便法を適用しております。

ロ．消費税等の会計処理　　　　　税抜方式を採用しております。

２．会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。

３．表示方法の変更に関する注記

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）

を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示

し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 540,280千円

(2) 受取手形割引高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   11,333千円

(3) 連結会計年度末日満期手形

　　期末日手形の会計処理については、手形交換日に決済が行われたものとして処理しており

ます。なお、連結会計年度末日が金融機関休業日であるため、次の期末日満期手形が期末

残高に含まれております。

支払手形　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,526千円

－ 4 －
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数
当連結会計年度
期末の株式数

普 通 株 式 16,693,200株 ― ― 16,693,200株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

イ．決議　2018年５月18日開催取締役会

・配当金の総額 133,545千円

・１株当たり配当額 8円

・基準日 2018年３月31日

・効力発生日 2018年６月１日

ロ．決議　2018年11月９日臨時取締役会

・配当金の総額 116,852千円

・１株当たり配当額 7円

・基準日 2018年９月30日

・効力発生日 2018年12月10日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

決議　2019年５月20日開催取締役会

・配当金の総額 166,931千円

・１株当たり配当額 10円

・基準日 2019年３月31日

・効力発生日 2019年６月４日

(3) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

－ 5 －
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達について

は主として銀行等金融機関からの短期的な資金を借入しております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、専任の債権管理部門を設置するなどによ

りリスクの低減を図っております。

　借入金の使途は主に運転資金・事業譲受資金であります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。

連結貸借対照表
計上額(千円）

（※１）

時価
（千円）
（※１）

差額
(千円)

(1)現金及び預金 1,484,948 1,484,948 －

(2)受取手形及び売掛金 2,912,407 2,912,407 －

(3)未収入金 1,913,838 1,913,838 －

(4)支払手形及び買掛金 (2,159,674) (2,159,674) －

(5)短期借入金（※２） (3,902,000) (3,902,000) －

(6)未払金 (2,396,645) (2,396,645) －

(7)長期借入金（※３） (210,000) (209,622) (377)

　（※１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

　（※２）(5)短期借入金には一年内返済予定の長期借入金は含まれておりません。

　（※３）(7)長期借入金には一年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

－ 6 －
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金（3）未収入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

（4）支払手形及び買掛金、（5）短期借入金、並びに（6）未払金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

（7）長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（注２）投資有価証券（連結貸借対照表計上額39,199千円）は非上場株式であり、同株式につい

ては市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められていることから、時

価開示の対象としておりません。

７．賃貸等不動産に関する注記

　　該当事項はありません。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 168円54銭

(2) １株当たり当期純利益 35円33銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 7 －

連結注記表
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株主資本等変動計算書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 542,354 42,353 42,353 94,359 1,722,949 1,817,309 ― 2,402,017

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ― △133,545 △133,545 ― △133,545

剰余金の配当(中間配当) ― ― ― ― △116,852 △116,852 ― △116,852

当 期 純 利 益 ― ― ― ― 435,737 435,737 ― 435,737

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ― ― ― △1 △1

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 185,339 185,339 △1 185,337

当 期 末 残 高 542,354 42,353 42,353 94,359 1,908,289 2,002,649 △1 2,587,354

純 資 産 合 計

当 期 首 残 高 2,402,017

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △133,545

剰余金の配当(中間配当) △116,852

当 期 純 利 益 435,737

自 己 株 式 の 取 得 △1

事業年度中の変動額合計 185,337

当 期 末 残 高 2,587,354

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）

－ 8 －

株主資本等変動計算書
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法

③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品、貯蔵品　　　　　　　　　移動平均法（一部先入先出法）による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法に

より算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　　（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ

いては、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　３年～16年

器具備品　　　　　　　　３年～15年

②　無形固定資産

　　（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

自社利用のソフトウエア　４年～５年

③　リース資産　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

④　長期前払費用　　　　　　　　　定額法により償却しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に支給する賞与に備えるため、支給見込額のう

ち当事業年度末に負担すべき額を計上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　　　役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見

込額に基づき計上しております。

④　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる事項

　消費税等の会計処理　　　　　　税抜方式を採用しております。

－ 9 －
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２．会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。

３．表示方法の変更に関する注記

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）

を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、

繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

４．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 265,434千円

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 254,315千円

②　長期金銭債権 742,700千円

③　短期金銭債務 413,674千円

(3) 偶発債務

　債務保証

　次の関係会社について、取引先に対する仕入代金に対し、債務保証を行っております。

㈱ＦＩＳソリューションズ（仕入債務） 424千円

５．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

①　売上高 551,379千円

②　仕入高 116,746千円

③　その他営業取引高 77,778千円

④　営業取引以外の取引高 9,293千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

　当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５株

－ 10 －

個別注記表
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７．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 11,212千円

役員賞与引当金 13,166千円

貸倒引当金 111,701千円

退職給付引当金 54,846千円

投資有価証券評価損 29,748千円

子会社株式評価損 69,849千円

資産除去債務 1,924千円

その他 35,505千円

繰延税金資産小計 327,955千円

評価性引当額 △110,314千円

繰延税金資産合計 217,640千円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目

別内訳

法定実効税率 30.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5％

住民税均等割額等 0.1％

税額控除 △1.8％

評価性引当額の減少額 △7.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.0％

－ 11 －

個別注記表
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８．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

属 性
会社等の
名 称

資本金又
は出資金
(千　 円)

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(千　 円)

科 目
期末残高
(千　円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
㈱フォー
バル

4,150,294
情報通信
コンサル
タント業

被所有75.4
兼任

１名

当社サ
ービス
の利用
及び取
次

商品の販
売等

482,559 売 掛 金 151,808

サービスの
取次・委託
業務等

106,971
買 掛 金 24,241

未 払 金 352,521

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

①　商品・サービスの販売価格については、市場価格を参考に決定しております。

②　委託業務費については、役務提供に対する費用単価を勘案して交渉の上、決定してお

ります。

(2) 役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

－ 12 －

個別注記表
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(3) 子会社等

属 性
会社等の
名 称

資本金又
は出資金
(千　 円)

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(千　 円)

科 目
期末残高
(千　円)役員の

兼任等
事業上
の関係

連　結
子会社

㈱トライ・
エックス

78,900

オン・デ
マンド印
刷業及び
普通印刷
業

所有97.5
兼任

２名

当社サ
ービス
の利用

サービス
の販売等

3,760 売掛金 343

サービス
の利用等

44,630 買掛金 2,012

－ － 未払金 5,037

連　結
子会社

タクトシ
ステム㈱

20,000

印刷物の
プランニ
ング・デ
ザイン

所有100.0
兼任
１名

当社サ
ービス
の利用
及び委
託業務

サービス
の販売等

1,533 － －

委託業務
等

23,150 未払金 2,073

連　結
子会社

㈱保険ス
テーショ
ン

17,000

経営支援
コンサル
ティング
及び保険
サービス

所有100.0
兼任
１名

当社サ
ービス
の利用
及び取
次
資金の
貸付

サービス
の販売等

10,618 売掛金 1,137

資金の貸
付 （ 純
額）

221,600 貸付金 825,100

利息の受
取

7,400 － －

連　結
子会社

㈱ＦＩＳ
ソリュー
ションズ

25,000
情報通信
コンサル
ティング

所有100.0
兼任

３名

当社サ
ービス
の利用
及び取
次

資金の
貸付

債務保
証

サービス
の販売等

52,908 売掛金 15,172

資金の貸
付の返済

17,000 － －

利息の受
取

94 － －

債務保証 424 － －

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

①　サービスの販売価格については、市場価格を参考に決定しております。

②　貸付金及び借入金の金利は、市場金利等を参考に決定しております。

　(4) 同一の親会社を持つ会社

該当事項はありません。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 154円99銭

(2) １株当たり当期純利益 26円10銭

10．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 13 －
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